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図 2-10 避難指示区域の概念図（経済産業省，2013） 

 

（注１）帰還困難区域： 年間積算線量が50ミリシーベルトを超え、5年間を経過しても年間積算線量が20ミリシーベルト

を下回らないおそれのある地域。5年以上の長期にわたって居住が制限される。 

（注２）居準制限区域：放射線の年間積算線量が20ミリシーベルトを超えるおそれがあり、引き続き避難の継続を求める

地域。除染を計画的に実施して、基盤施設を復旧し、地域社会の再建を目指す。 

（注３）避難指示解除準備区域：年間積算線量が20ミリシーベルト以下となることが確実であると確認された地域。当面

の間、引き続き避難指示が継続されるが、復旧・復興のための支援策を迅速に実施し、住民が帰還できるよう環境

整備を目指す。 
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６．まとめ

前述までに、福島第一原発事故に伴う広域避難を余儀なくされた浪江町、及び受け入れた二本松市に

おける業務の実態を整理した。最後にまとめとして、被災自治体側の教訓（Ⅰ）、受入自治体側の教訓

（Ⅱ）、その他の留意点（Ⅲ）など広域避難を検討する際のポイントを以下に示す。

Ⅰ 想定外を排除した事前対策（被災自治体側の観点から）

災害などの有事の際に、広域避難を行うパターンは二通りある。自治体とともに避難するパターンと、

住民自らが親戚などを頼って避難するパターンに分けられる。今回の福島第一原発事故による広域避難

においては、東日本大震災における地震・津波の被害により広報設備も被災し、また、携帯電話などの

インフラ設備も影響を受け、住民に対して、避難に関する十分な周知ができない状況となった。そのた

め、前述した二通りの広域避難が行われ、特に、津島地区から二本松市へ避難した時には、町とともに

避難した住民は半数余りとなっていた。浪江町は他市町村との災害時における協定などは結んでおらず、

住民が避難すべき避難先をあらかじめ示すことができていなかった。この点も、住民が混乱期において、

バラバラに避難せざるを得ない状況となった要因の１つとしてあげられる。

町の業務については、避難住民の安否確認など、処理すべき事項が遅々として進まない状況であった。

さらに、町としても見ず知らずの場所への避難となったため、一つずつ確認を行い処理していくことと

なり、今まで容易に行っていたことが、容易にできなくなった。

想定外だったと一言で片づけてしまえばそれまでだが、想定していれば違った状況になった可能性は

否定できない。広域避難における避難先の確保、継続すべき住民サービスのデータのバックアップなど、

想定外を排除した形で防災対策を講じていく必要がある。

Ⅱ 避難先自治体の調整（受入自治体側の観点から）

今回、二本松市に入ってきた避難者は、１自治体だけでなく、複数自治体からの避難者だったため、

それぞれの自治体の対応を把握するのが難しかった。後日、各自治体からＦＡＸが来るようになってか

ら、各避難所に掲示できるようになった。

しかし、自治体からＦＡＸ等で入手した情報を避難所の掲示板に掲示すると、情報が掲示されない自

治体出身の住民は、二本松市職員に聞いてきたが、二本松市職員では回答できなかった。さらに、どこ

に電話すればいいのかといった質問があったために、出身自治体に電話したかったが、職員も含めて全

て避難しているために回答が困難であった。その他、浜通りの他の自治体職員が各避難所にまわり、「自

分のまちの住民は何人来ていますか？」といったことを聞いている自治体もあった。

そのため、避難元の自治体から、避難先の災害対策本部に職員を派遣してもらうと、避難所からのニ

ーズを避難元と調整することができ、よりスムーズな対応が可能となる。しかし、複数の自治体に避難

すると職員の派遣も難しくなるため、避難先を１つの自治体に限定できるとよいが、その調整は県で実

施する必要があろう。

Ⅲ 顔見知りの関係の重要性（その他の留意点）

今井照氏が執筆した「原発災害市町村はどのように行動したか」(10)によると、平時からの自治体間連

携により、効果的な広域避難が行われた事例（楢葉町の事例）が紹介されている。

被災自治体である楢葉町と、受入自治体である会津美里町は、姉妹都市でかつ、災害時相互支援協定

を結んでいた。楢葉町は、当初、いわき市内に避難をしていたが、３月 14 日の福島第一原発３号機の

48　　第２章　福島第一原発事故による広域避難で生じた自治体の対応について 第２章　福島第一原発事故による広域避難で生じた自治体の対応について　　49



30

爆発によって、会津美里町への避難を決断し、避難者受入れを依頼した。一方、会津美里町においても、

依頼される前から避難所の開設準備を行っていたとのことである。また、会津美里町の町民による炊き

出しも４月６日まで続いた。

このようにスムーズな受入れが行われた背景には、日頃から顔の見える関係づくりを行ってきたこと

があげられる。交流が始まったのは、会津美里町に合併した新鶴村と楢葉町が、平成８年８月 30日に

災害時相互応援協定を締結したときからである。この頃から、楢葉町の祭りに新鶴村のそば名人が参加

したり、お返しに楢葉町から新鶴村に特産の新巻鮭が送られたりした。

東日本大震災直前にも、新年度の交流事業に関する打合せが役場の課長同士で行われ、役場同士も顔

見知りの関係になっていた。こういった顔の見える関係づくりが、避難の際にも役立ったのである。

このことから、災害時相互応援協定を結ぶことに加え、日頃からの交流を通じて、顔の見える関係づ

くりを築くことも、いざという時の支援体制づくりには有効であるといえる。

最後に、本稿を執筆するにあたって、ご多忙なところヒアリングに協力していただいた浪江町及び二

本松市の職員の方々に、この場を借りて厚くお礼申し上げたい。
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